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研究メモ：コロナパンデミックのインパクト
2025年8月19日(火) 雨のち晴 20－31℃

コロナパンデミックのインパクトを簡単明瞭に示す方法を思いつく。
WPP19とWPP24のCBR,CDR,CMRをコロナパンデミック発生の2019年
プラスマイナス10年を取り、プロットすれば、超過死亡率のようなものが計
算できるはずだ。経済変動や環境変動については世界銀行などのレポー
トを参考にすれば良い。昨日調べたような、詳細な分析は必要ない。反っ
て何にが何だかわからなくなる。基本的にはコロナパンデミックのインパク
ト＝WPPの予測の変化と捉えれば良い。おそらく、一時的なものでベーシ
ックトレンドには影響しないというのが結論。ただTFRなどの低下は予想を
越えてドライブがかかっているかも知れない。日本など主要国のTFRや
LE、MRについては実測値と推計値を比較すると良いだろう。結論的には
コロナパンデミックによってドライブが掛かることはあっても長期的トレンド
に変化はない。つまり、世界全体が少子高齢・人口減少に向かうトレンド
は変わらないし、変えられない。

研究の背景

 人口学ライブラリーNo.23 『人口と持続可能な開発』(佐藤
龍三郎・松浦司編、『SDGsの人口学』2023・３月原書房）で
、第３章 「成長の限界」からSDGsへを担当

 PSJ(Population Studies of Japan）の3冊目Toward A 
Sustainable Society, Beyond COVID 19を企画

 いずれも2020‐21年頃のことであり、コロナパンデミックの先
行きが見えていなかった。

 コロナパンデミックに続き、ウクライナ戦争、パレスチナ・イス
ラエル戦争、トランプ2.0の移民排斥・高関税政策と、世界的
危機が連続→世界の先行きへの不安が高まっている。

人口学ライブラリーNo.23 『人口と持続可能な開発』

第３章 「成長の限界」からSDGsへ：人口・開発・資源・環境の
ワールドモデル（マクロシミュレーション）から考える

Chapter 3: From ‘Limits of Growth’ to SDGs, Consideration based on 
the Reexamination of World3 Model (Macro-Simulation) on Population, 
Development, Resource and Environment

原 俊彦

札幌市立大学（名誉教授） Toshihiko HARA (Sapporo City University, Professor Emeritus ）

【人口学研究会】定例会(第627回) 第1報告

日時：2021年2月20日（日） 14時00分～15時20分 （報告50分 質疑30分）
会場：ZOOM開催

【構成】第３章 「成長の限界」からSDGsへ：人口・
開発・資源・環境の世界システム論（マクロシミュレー
ション）から考える

はじめに 「成長の限界」からSDGsを考える

第１節「成長の限界」が提示した過去・現在・未来
（１）ローマクラブ報告とワールドモデル
（２）World3の基本構造⇒因果関係モデル
（３）スタンダード・ランにみる『成長の限界』 シナリオ１の解説
（４）「成長の限界」の今日的意義

第２節 世界システム論としてワールドモデルの再検討
（１）人口（出生力・平均寿命）
（２）開発（工業生産・農業食糧生産・サービス生産）
（３）資源（再生不能資源）
（４）環境（残留汚染）
（５）世界モデルとしての制約

第３節「成長の限界」からSDGsへ
（１）予測モデルから目標モデルへ
（２）SDGsにおける人口
（３）SDGsにおける開発
（４）SDGsにおける資源
（５）SDGsにおける環境
（６）目標モデルとしての制約

おわりに アフターコロナと「持続可能な社会」
参考文献・謝辞
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（３）SDGsにおける開発
（４）SDGsにおける資源
（５）SDGsにおける環境
（６）目標モデルとしての制約

おわりに ‐「持続可能な地球社会」に向けて
参考文献・謝辞
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1.コロナパンデミック（COVID-19 Pandemic)

WIKI: 
2019年11月22日に中華人民共和国湖北省武漢市で原因不明のウイルス性肺炎が
初めて確認された。新型コロナウイルスの特徴はこれまでの重症急性呼吸器症
候群 (SARS) や中東呼吸器症候群 (MERS) 等と同様と思われていたが、過去に
ない潜伏性の高さから、人類の経済活動を利用して急速に感染を拡大し、2020
年1月30日に世界保健機関 (WHO) は6回目となる「国際的に懸念される公衆衛
生上の緊急事態 (PHEIC)」を宣言した。2月28日にはこの疾患が世界規模で流
行する危険性について最高レベルの「非常に高い」と評価し、3月11日、テド
ロス・アダノムWHO事務局長はパンデミック（世界的流行）相当との認識を
表明した。
2023年5月5日にWHOは「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態 (PHEIC)
」を終了し、「緊急事態から、他の感染症への対応と並行して流行を制御する
局面に移った。

★つまり、流行期間は2019年ー2023年までと考えて良い。WPP24は2023年ま
で実績値を元にした将来推計であり、コロナショックの直接的影響を考慮した
推計の変化を示しているといえる。

２．人口学的影響（Demographic Impacts ）

２.1 総人口 ①1950-2100 ➁2018-2025（2018=100）
③2018-2025（対前年増加率）
２.２ TFR ①1950-2100➁2018-2025（2018=100）③
2018-2025（対前年増加率）
２.3 平均寿命 ①1950-2100 ➁2018-2025（2018=100
） ③2018-2025（対前年増加率）
２.４ 国際人口移動数 ①1950-2100 世界 ➁ 1950-
2100純転入地域 ③ 1950-2100純転出地域 ④2018-
2025 世界 ⑤2018-2025 純転入地域 ⑥2018-2025
純転出地域

World Population Prospects 2024: Summary of 
Results Following the COVID-19 pandemic, 
global life expectancy is rising once again.

「出生時の平均余命の増加は、新型
コロナウイルス感染症（COVID-19
）パンデミックの影響により、2020
年と2021年に一時的に停止しました
。2022年以降、ほぼすべての国と地
域で、出生時の平均寿命はCOVID-
19の出現前の水準に戻っています。
パンデミックのピーク時（2020年と
2021年）には、世界の出生時の平均
寿命は2019年の72.6年から70.9年に
低下しました。World Population 
Prospects 2024: Summary of 
Results pp.10-11 
https://population.un.org/wpp/asset
s/Files/WPP2024_Summary-of-
Results.pdf
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２.1 総人口 ①1950-2100

2100年総人口の水準
は、WPP19の108億7
千万人、WPP22の
103億5千万人、
WPP24 の 101億8千
万人と低下しているが
、これがコロナ・インパ
クトによるものか推計
モデルの違いによるも
のかは直ちには判断
できない。

２.1 総人口 ➁2018-2025（2018=100）

コロナ発生前の2018年を100として
、2025年までのトレンドの変化をみ
ると、WPP19（投影区間は2021年
以降）では100から107.3まで線形
増加。WPP22(投影区間は2022年
以降）では100から106.6まで線形
増加。WPP24（投影区間は2024年
以降）では100から2023年の104.4
まではWPP22と同じく線形増加し、
2024年で106.2となり、最後は
WPP19に近い107.1となっている。
おそらく、2023年までの実績値と
コロナ収束による死亡率の低下（回
復）基調を反映したものと思われる
。

２.1 総人口 ③2018-2025（対前年増加率）

対前年の増加率を取ると、
WPP19は1.10%余りから0.94
％まで線形減少を仮定、これ
がコロナパンデミックがなかっ
た場合と考えられる。
これに対し、WPP22とWPP24
は2022年の0.80％まで急減し
た後、23年で回復に向かう。
WPP22では、2023年以降は
0.9％で推移。WPP24では
2024年1.30％まで回復した後
、その反動で2025年には0.85
％まで低下すると想定してい
る。

２.２ TFR ①1950-2100

TFRはコロナ危機前後で
かなり低下しているが、
WPP19とWPP22/24の
乖離が始まるのは2015
年頃からであり、コロナ以
前から始まっていることが
確認できる。ちなみに
2100年のTFRの水準は
WPP19が1.94、WPP22
とWPP24が1.84であり、
両者の乖離は、ちょうど
0.1となっている。
＊モデルの変更（５年５歳
→各年各歳）の効果では
ないか？

２.２ TFR ➁2018-2025（2018=100）

コロナ禍前後の2018年から
2025年までの期間をクローズ
アップしてみると、コロナの下
で、TFRの低下傾向が一時的
に加速したことは間違いなく、
WPP24では2018年の2.44か
ら2025年には2.24まで0.2ポ
イントの低下が起きると推計
されていている。

２.２ TFR ③2018-2025（対前年増加率）

コロナ禍前後の2018年か
ら2025年までの期間をクロ
ーズアップ。対前年増減率
を見ると、
WPP22とWPP24 の2020
年の落ち込みが目立つが
2021年には回復基調とな
り、2024年頃には、もとの
長期下落傾向に戻っている
様子が伺える。
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２.3 平均寿命 ①1950-2100

WPP24 の1960年の
47.7年（1959年は49.3な
ので‐1.6年）★と2020年
の71.9（2019年は72.6な
ので‐0.7年）のスパイク
状の落ち込みが目立つ。
しかし、長期的トレンドへ
の影響は殆どないと予想
されている。

★WIKI:中国の大躍進政策
（1958年から1962年）によ
る餓死者の正確な人数は特
定されていませんが、多くの
研究で数千万人規模と推定
されています。

２.3 平均寿命 ➁2018-2025（2018=100）

コロナ禍前後の2018年か
ら2025年までの期間をク
ローズアップ。2018年の平
均寿命の値を100としてト
レンドを比較すると、
WPP19 が2025年の102 
まで2%ほど逓増している
のに対し、WPP22、
WPP24と、コロナ禍の急
減の後、再び逓増状態に
戻ってはいるものの、その
勢いはWPP19 より弱くな
っていることがわかる

２.3 平均寿命 ③2018-2025（対前年増加率）

コロナ禍前後の2018年から
2025年までの期間をクロー
ズアップ。平均寿命LEの値
の対前年増加率を比較する
と、WPP19が0.5%から0％
へとなだらかに減衰していく
傾向を示しているが、
WPP22では2021年の－1.5
％から2022年の＋１％、更
に2023年では+2.0％と急伸
したのち収束している。同様
の傾向はWPP24でも見られ
るが、1年早く、2022年の＋
2.5％をピークに、急速に収
束している、

２.４ 国際人口移動数 ①1950-2100 世界

世界の純移動数
Migration（Net 
Number of Migrants 
(thousands)は流入超
過(＋)と流出超過(－)
が相殺されて、その値
は0になる。そこで世界
を流入超過地域（IN:ヨ
ーロッパ、北米、オセア
ニア）と流出超過地域（
OUT:アフリカ、アジア、
南米）に分け各合計を
求めると、ほぼ±同数
となり、両者の和は０と
なることが判明。

*分析はWPP24のみに限定。分母人口のコントロールが難しいため、純移動数（単位
千人）のみを扱う。なお世界全体の転入・転出超過数は各地域の合計値となっている。

２.４ 国際人口移動数1950-2100 ➁純転入地域

ヨーロッパ：1970年代までは
人口純流出地域であったが
、1980年代以降は人口純流
入地域となり、2002年（EU
の通貨統合）には約300万人
の流入超過を記録したが、コ
ロナピーク時の2022年には1
万3千人まで減少、23年には
150万人まで戻し、ポストコロ
ナでは年間100万人から80
万人程度まで減少すると予
想されている。

北アメリカやオセニア：一貫して流入超過で、北米はコロナ直前の2017年（第一次トラン
プ政権2017-2021年）にピークの223万7千人を記録、19年までは220万人の流入超過
数が続いたが、コロナ感染が拡大した20年には58万6千人まで減少。しかし、政権交代
後の22年には177万人まで回復、ポストコロナでは年間150万人ほど、オセアニアでは年
間20万人程度の流入超過数が続くと予想されている。

２.４国際人口移動数 1950-2100 ③純転出地域
アフリカ：1970から80年代まで一
時的に流入超過になることもあっ
たが、そこから2011年の年間
148.3万人の流出超過となり、コ
ロナ前後に一時、わずかに流入
超過に転じた後、再び流出超過
傾向に入り、2050年頃から100万
人程の流出超過に収束の予想。
アジア：1960年代までは人口純
流入地域であったが、70年代以
降は純流出地域となり、コロナ前
の2017年には年間350万人ほど
の純流出を記録。その後はコロナ
を挟んで純流出150万人程に収
束すると予想されている。

ラテンアメリカ＆カリブ：1950年の年間8万人から2003年の年間109万人まで人口純流
出が続いて来たがコロナ危機の頃には年間87万人まで減少、さらにポストコロナ後は年
間50万人前後から年間16.7万人まで縮減すると予想されている。

19 20

21 22

23 24



5

２.４ 国際人口移動 ④2018-2025 世界
コロナ・パンデミック前後
2018―25年の純移動数
の変化：ヨーロッパ＋北米
＋オセアニアの純移動数
の合計は、2018年から19
年までは＋400万人レベル
の流入超過が続いていた
が、2020－22年までは＋
２００万人レベルまで減少
、2023年以降は＋３００万
人を超える流入超過に回
復。これに対し、アフリカ＋
アジア＋南米の純移動数
の合計は、2018年から１９
年までは-４00万人レベル
の流出超過が続いていた
が、 2020－22年まで-200
万人レベルまで減少、
2023年以降は-３00万人を
超える流出超過となってい
る。コロナピーク時（20２０－22年）に純移動数が半減、２３年以降

コロナ前の７５％まで回復している。

２.４ 国際人口移動数 ⑤2018-2025 純転入地域
ヨーロッパの流入超過は、
2002年（EUの通貨統合）の
約300万人をピークに18年
には180万人台まで縮減、コ
ロナ発生時の2019年はほぼ
同水準であったが、コロナの
感染拡大とともに減少、22年
には1万3千人まで低下した
が、23年には150万人まで
戻している。
北米は第一次トランプ政権
が発足した2017年にピーク
の223万7千人を記録、19年
まで220万人の流入超過数
が続いたが、コロナ感染が
拡大した20年には58万6千
人を記録。しかし、その後、
22年には177万人まで回復
、25年で年間150万人程度と
なっている。

オセアニアは、2018年28万3千人、コロナ発生時の19年26万5千人であったが、コロナの感染拡大とともに20年
8万人、21年9万3千人を記録、22年には14万6千人まで回復し、以降、25年の14万人までゆるやかに減少して
いる。変動パターンは北米と類似している。

２.４ 国際人口移動数 ⑥2018-2025 純転出地域
アジアは、コロナ前の

2017年には年間359万人
の純流出を記録していた
が、18年358万2千人、19
年309万7千人と流出が減
り、コロナ感染拡大とともに
、20年176万７千人、22年
には118万7千人まで減っ
た。2023年には260万4千
人まで戻り、2025年では年
間239万人の純流出となっ
ている。
ラテンアメリカ＆カリブ地
域は、2018年87万2千人、
19年60万8千人、20年55
万4千人と減少、感染ピー
クの22年では37万３千人
の純流出となったが、25年
40万5千人まで回復してい
る。

アフリカは2016年の年間80.6万人の流出超過まで進んだ後、17年、18年とわずかだが流出超過から流入超過
に転じた。しかし、19年に再び30万3千人の流出超過、20年には再び24万8千人の転入超過、21年は2万1千人
と封鎖状況に近くなるが、22年以降は流出超過傾向となり、25年は37万8千人流出超過となっている。

3 .社会経済的／環境的影響（Socio-Economic and 
Environmental Impacts）

3.1 GDP ①1960-2024世界／ ➁20１８-2024世界／GDP成長率③
1960-2024世界
3.2 １人あたりGDP ①2018-2024世界➁20１８-2024世界
３.３ 失業率 ①19９１-2024 世界
３.４ 物価上昇率 1991-2024 世界
３.5 海外個人送金（対GDP％） 1991-2024 世界

３.6 絶対的貧困（4.2＄/日）19９０-2024 ①世界 ➁ SSA ③ USA
３.7 故意による殺人 ２０００－２０２３ 世界

３.8 都市人口成長率1961－２０２３世界・USA・SSA
３.9 １人あたり炭素排出量 1970－2023 ①世界➁国別
３.10 炭素強度 1990－2023 ①世界➁ 国別

３.１ GDP ①1960-2024 世界

世界銀行のDB（Worldbank 
DB 2025)によれば、世界全体
のGDPは1960年の1兆3665
億ドル（2025年現在のUSドル
換算）から2024年の111兆
3264億ドルまで増加。64年間
で約111倍に成長しており、指
数関数的増加が続いている。

2020年にコロナインパクトと
見られるスパイク状の落ち込
みが見られるが、2015年や
2010年にも同様の変動が見ら
れ、一時的なものであることが
わかる。

３.１ GDP ➁20１８-2024 世界

2018年の87兆２千億＄
から24年の111兆３千億
＄まで増加。コロナ・イン
パクトとしては、19年の
88兆５千億＄から20年の
86兆１千兆＄（－2兆４千
億＄）に減少、翌21年に
は98兆４千億＄まで回復
（ ＋12兆2千億＄）。以
降、毎年、4兆＄を超える
コンスタントな増加を示し
ている。

つまり、世界全体のGDPについては、コロナ・インパクトはほぼ1年ほどの短期
間に終息したといえる。

25 26
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３.１ GDP成長率 ③1961-2024 世界

世界全体のGDPの年間成長
率は1961年の4.1 ％から
2024年の2.9 %まで毎年のよ
うに振幅している。
しかし、過去60年余りの間に
成長率がマイナスを記録した
年は、リーマンショックの翌年
2009年の－1.3％と、コロナ発
生の翌年2020年の－2.8％の
2回しかなく、コロナ・インパクト
は純粋な經濟危機より遥かに
大きいといえるが、翌21年の
經濟成長率は＋6.4％と1964
年の＋ 6.6％についで過去2
番目の記録となっている。

世界経済全体の成長率のトレンドは、1960年代の平均4－6％レベルから石
油ショック後の1975年以降の2％－4％水準に低下して来ているが、依然とし
て年率2％－3％のレベルは維持しているといえる。

３. ２ １人あたりGDP ①2018-2024 世界

世界全体の1人あたりGDP
も1960年の452.3ドル（1ド
ル150円換算で6万7845円
）から2024年の1万3673ド
ル（同205万950円）まで、
30.2倍に増加。GDP全体
と比較して、1人あたりでは
世界人口の増加（1960年
の30.22億人から2024年
の81.42億人へ約2.7倍）の
分だけ、増加のペースは遅
く、年次の変動も大きいも
のの、すでに平均で200万
円を超える水準に達してい
る。

３.２ １人あたりGDP ➁20１８-2024 世界

2018年の1万1327ドル（1
ドル150円換算で169万9
千円から2024年の1万
3673ドル（同205万950円
）まで増加しており、コロ
ナ・インパクトとしては、
2019年の1万1377ドルか
ら2020年の1万963ドル
まで、414ドル減少、しか
し、翌2021年には1455ド
ル増加し、1万2419ドルま
で回復。以降、毎年、400
ドルを超えるコンスタント
な増加を示している。

つまり、世界全体の1人あたりGDPについても、コロナ・インパクトはほぼ1年ほ
どの短期間に終息したといえる。

３.３ 失業率 ①1991-2024 世界

世界全体の平均失業率（労働
力人口に対する失業者の割
合。ILOのモデル推計）は、
1991年の5.1％から直近の
2024年の4.9％まで推移。過
去33年間に失業率が5％以下
となったのは、直近の2023年
と2024年のみである。
コロナ・インパクト：リーマン
ショック後の2009年の6.4％以
降、低下傾向にあった失業率
が2019年の5.6％から2020年
の6.5％へと跳ね上がり過去
最高を記録した後、2021年の
6.1％から2022年の5.8％まで
急落し、さらに直近2年は5％
を切る水準まで低下している。

３.４ 物価上昇率 1991-2024 世界全体

世界全体の物価上昇（インフレ）率
は、1991年の9.0％から2024年の
3.0%へ推移している。全体の傾向
としては、10％近いレベルから年
率2％程度のレベルまで低下傾向
にある。
【コロナ・インパクト】2019年のコロ
ナ発生時あたりまでは２％前後の
低水準にあったが、22年に7.9％
を記録、しかし、23年には5.9％、
24年には3.0％まで低下している。
22年の記録は、1994年の10.4％
、2008年のリーマン・ショック直前
の8.9％に次ぐもので、いずれも急
激な景気回復（上昇）を反映したも
のである。

★1994年：多くの先進国で景気後退から回復し、景気
拡大が加速。ASEAN4カ国は輸出の好調さやインフラ
投資、個人消費の伸びに支えられ、急速な経済成長を
遂げた。一方、メキシコでは通貨ペソの信用が失われ、
通貨危機が発生した。

３.5 海外個人送金（対GDP％） 1991-2024 世界

世界全体のGDPに対する海外個
人送金の割合は1991年の0.34
％から2024年の0.72％まで増加
。1991年から2000年までの0.30
％-0.40%の水準から
2010―2024年の0.60％―0.80
％水準まで倍増している。
【コロナ・インパクト】2018年の
0.74％から20年の078％までは
順調に増加、21年の0.76％、22
年の0.79 %,23年の0.78％と高
止まり傾向だったが、2024年は
0.72％と急減している。この動き
はコロナインパクトというよりは、ト
ランプ2.0の移民排斥・高関税政
策の影響が出始めているものと
思われる。

海外個人送金対GDP％：Personal remittances, 
received (% of GDP)居住国と非居住国間の個
人間移転と従業員報酬支払の総額（対GDP割合
）。経済のグローバル化の指標の１つといえる。
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３.6 絶対的貧困（4.2＄/日）19９０-2024 ①世界

絶対的貧困（4.2＄/日） ：Poverty gap at $4.20 a day (2021 PPP) (%) 2021年の購買力平価
(Purchasing Power Parity）で１日4.2＄の絶対的貧困ライン以下の生活者が全人口に占める
割合 ★ Poverty gap at $1 a day もあるが、ここでは比較が容易な＄4.2を使う。

1日4.2ドル（1ドル＝150円、630円
）の絶対的貧困ライン以下の生活
を送る人の割合は、世界全体では
、1990年の26.9％（1984年28.6％
）から2024年の6.7％まで低下して
いる。低下のスピードは緩やかに
なってきている。
【コロナ・インパクト】
2019年の値が欠落しているものの
１8年の7.3から20年7.4％から24
年の6.7％へと順調に低下が続い
ている

３.6 絶対的貧困（4.2＄/日）1990－２０２４ ➁ SSA

1日4.2ドル（1ドル＝150円、
630円）の絶対的貧困ライン以
下の生活を送る人の割合は、
サブサハラ・アフリカ（SSA)でも
、1990年の40.7％から2024年
の28.5％へと低下しているが、
ピークは1994年の44.3％で、
その後、減少していたものの、
2019年の27.7％を最後に
2020年29.0%、2021年の29.1
％と増加、その後、また緩やか
に減少しつつあるが、コロナ前
の水準まで戻っていない。

サブサハラ・アフリカでは、コロナ・インパクトで絶対的貧困ラ
インの低下が止まり、30％近くまで再上昇している。

３.6 絶対的貧困（4.2＄/日）1990－２０２４③ USA

【コロナ・インパクト】アメリカの場合、2018年0.9％、19年0.9％に対し20年0.3％、21
年0.3％と3分の１に低下。その後、22年1.2％、23年1.0%に上昇している。コロナ給
付金など直接保障の効果ではないか？

アメリカでは、1日4.2ドル（1ド
ル＝150円、630円）の絶対的
貧困ライン以下の生活を送る
人の割合は１％以下と非常に
少ないが、1990年の0.4％から
2023年の1.0％まで上昇傾向
にあり、絶対的貧困ライン以下
の人口が急速に増加している
ことがわかる。
アメリカでは1963年の1.2％
から1980年の0.4％まで低下、
その後、再び、上昇してきてお
り、現在の水準は1960年代の
水準に近づいているともいえる

３.7 故意による殺人 ２０００－２０２３ 世界

＊故意による殺人とは、死亡または重大な傷害を引き起こす意図をもって人に加
えられた不法な死をいう。一般に殺人事件の半数以上は身内の犯行といわれて
いるので、コロナによる隔離的生活の心理的ストレスが原因かも知れない。

人口10万人あたりの故意に
よる殺人の件数は、世界全
体の平均で2000年の6.85件
から2023年の5.20件まで長
期にわり減少傾向にある。
【コロナ・インパクト】 2019
年の5.40件、20年の5.30件
と減少した後、21年の5,50
件に増加、その後、２2年の
5.30、23年の5.20件と再び
減少傾向を示しており、コロ
ナによる一時的な影響があ
ったことが確認できる。

３.8 都市人口成長率1961－２０２３世界・USA・SSA

都市人口の成長率は、1961
年のサブサハラ・アフリカ（
SSA)の4.5％、世界の2.8％
、アメリカの2.2%から、2024
年のサブサハラ・アフリカの
3.7％、世界の1.7％、アメリカ
の1.2%へと減少傾向にある
。

【コロナ・インパクト】サブサハ
ラ・アフリカではコロナ前から
成長率のなだらかな低下傾
向が続く一方、世界全体とア
メリカでは、低下の加速が見
られ、2021年を底に∨字回復
が見られる。特にアメリカにつ
いては、ポストコロナで都市
人口の急拡大が見られる。

コロナの発生により、世界的に、都市人口の成
長率が鈍化したが、すでに回復傾向にある。

３.9 １人あたり炭素排出量 1970－2023 ① 世界

世界全体の炭素排出量（
LULUCF除く）1人あたり（トン
CO2e/人）は、1970年の年間
4.1トンから2023年の4.6トンま
で変化して来ている。1970年か
ら1979年の年間4.5トンまで上
昇した後、1980年から2003年
までの間に年間4トンを切るまで
低下した。しかし、2004年から
再び増加し始め2013年に4.8ト
ンまで増加、以降、再び低下傾
向にある。＊SDGs2015年

＊LULUCF (Land Use, Land Use Change, and Forestry):土地利用、
土地利用の変化、林業の分野における排出・吸収量。

【コロナ・インパクト】2019年の4.71トンから20年の4.47トンに急落した後、21年には
4.67トンにV字回復している。地球温暖化や異常気象との関係が注目されているが、
このグラフからは直接的な関係は観察されない。（累積グラフにすれば、別だが）
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３.9 １人あたり炭素排出量 1970－2023 ➁ 国別

アメリカは1970年の年間22.4ト
ンと、長年、高い排出量を続け
てきたが2000年以降は排出量
が減少傾向にある。コロナ・イン
パクトも、アメリカが大きいことが
わかる。★トランプ政権はオイル
シェールなどの化石エネルギー
へのシフトが目指しているが、す
でにアメリカの産業構造は大きく
変化しており、このトレンドが逆
転することないと思われる。
中国は1970年の1.1トンから増
加を続け、2000年代に入ってか
ら増加が加速し、世界全体の水
準を越え、23年現在では、日本
やOECDの水準も越えて、アメリ
カに次ぐ排出量となっている。

日本の排出量は2011年頃まではOECDを下回ってい
たが、福島の原子力発電所の事故以降、火力発電の
ウエイトが高まり、OECDの水準を越えているが、近年
は明らかな減少傾向にある

３.10 炭素強度 1990－2023 ①世界

＊炭素強度Carbon intensity:経済活動全体で一定量の経済規模（GDP）を達
成するために、どれだけの二酸化炭素（CO₂）が排出されるかを示す指標経済
規模（GDP）あたりに排出されるCO₂eの量が多ければ、経済活動において環
境に大きな負荷をかけていると判断できる。

世界のCarbon intensity（炭素
強度）は1990年の0.37Kg/GDP
＄から2023年の0.23Kg/GDP$
まで低下傾向にあり、利用効率
は、1.6倍に増加している。
また、このトレンドに対するコロ
ナ・インパクトは観察されない。
つまり、二酸化炭素（CO₂）排
出量を抑える方向での産業効
率の改善は、1970年以降、時
間の経過とともに一貫して進ん
でおり、SDGｓなどの政策との
関係は見られない。

３.10 炭素強度 1990－2023 ➁ 国別

＊電気自動車（EV)の普及・カーボンニュートラル政策の推進などが進めば、
炭素強度の改善・CO2排出量の削減はさらに進むだろう。

中国は化石エネルギー（火力
発電）のウエイトが高く、1990
年の1.28から2024年の0.41
まで利用効率を3.1倍まで改
善して来ているが、依然とし
て、世界平均の0.23Kg・
GDP$の半分程度の効率の
水準にある。

しかし、中国以外の地域（ア
メリカ、世界、インド、サブサ
ハラ・アフリカ、OECD平均、
日本）はすでに0.15－0.23の
範囲に入っていっており、効
率の改善が進んでいる。

4.まとめコロナ危機後の展望 その１

 コロナ・パンディミック（Covid19)のインパクト
は一時的・限定的であり、今のところ長期的ト
レンドに変化はない。サブサハラ・アフリカも含
め、世界全体が少子高齢・人口減少に向かう
トレンドは変わらないし変えられない。

 社会経済環境的要因についても長期的な改
善傾向に変化はない。

 グローバル化は今後も進み、世界の持続可能
性は高まる。

4. コロナ危機後の展望 その２

 ただし、急速な経済回復は財政出動によるもので
あり、新たな所得再分配の仕組みを導入しない限
り、国際的・国内的な経済格差の拡大から、世界
中の政府が財政破綻に陥る。

 移民排斥による国際人口移動の停滞・高関税政
策による国際分業体制の崩壊・戦争継続による
若年人口の喪失など危機は続くが自国優先主義
に持続可能性はなく、グローバル化の流れを止
めることはできない。コロナ危機で生じた連帯意
識・一体感Earth for ALLを活かすべきだろう。

補足部分
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コロナ・パンデミックによる財政収支の悪化

2008年9月15日に発生したリーマン・ショックを景気に、政府の財政出動による景気浮揚政
策が発動され、財政収支が悪化。その後、徐々に回復してきていたが、2019年－2023年の
コロナ・ショックで再び悪化し、特に米国の財政収支は2020年に-15.0%の赤字と記録、
2024年度でも-7.6 %の赤字財政が続いている。

コロナ・パンデミックによる国債発行・債務残高の悪化

この結果、国債発行残高も上昇。2020年には、日本は、対GDP比で250％を越え、以降は
縮小傾向にあるが、2025年現在も240％となっている。米国も119％と、コロナ前より高い水
準となっており、年間GDPを超える規模の国債発行・債務残高となっている。

アメリカの2025年調整法の移民取締
規定

 2029会計年度まで移民取締活動への資金提
供を規定。議会予算局（CBO）はこれにより国
外退去処分を受ける移民の拘束・送還数が増
加すると推計している。

 当該活動には、米国移民関税捜査局（ICE）職
員の増員、追加収容施設の整備、移民裁判
官（退去事件を審理）の採用、移動・送還業務
が含まれる。同法は2029年以降の活動資金
を規定していない。★推計は2030年以降の効果は考慮していない！

2025年調整法（移民取締規定）が人口に及ぼ
すと推定される影響（議会予算局（CBO））

「議会予算局（CBO）は、2025年調整法案により、2026年から2030年にかけて29万人の移民
が国外退去させられ、3万人が自発的に出国すると推計している。さらに、同法の結果として、
2026年から2029年の期間中、平均して1日あたり5万人の移民が拘束される見込みである.」
CBO（Congressional Budget Office）（2025）

2030年以降、年間100万人の純移動数で安定化すると仮定、人口減少の開始は2055年頃
になると推計されている。しかし、2030年には自然動態がマイナスとなるので、移民の純移動
数により、このマイナスが相殺サれない限りは総人口の減少が直ちに始まる。（日本の2008
年と同じ。UNWPP24ではアメリカの自然減の開始は2042年。人口減少は世紀中には始まら
ず、人口成長率は2100年で0.13％となっている）。CBO（Congressional Budget Office）（
2025）

アメリカの自然動態は2030年以降、減少に転
じ、2055年には人口減少が始まる。
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